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研究成果の概要（和文）：本研究では，ネットいじめの防止を目的として，子どもの情報モラルの獲得を支援す
る情報システムに関する研究を行った．ネットいじめの防止では，情報科学分野において，情報フィルタリング
技術の研究が進められている．フィルタリングをかけることにより，ネットいじめに関わる情報の投稿を防ぐこ
とができる．しかし，フィルタリングの設定はユーザやサービス提供者に委ねられており，いつでもフィルタリ
ングを外すことが可能である．本研究では，フィルタリング技術がなくとも，ネットいじめに関わる情報の投稿
をしないで済むように，子どもに投稿しようとする情報の是非を判断することを支援する情報システムを提案し
た．

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted research on information systems that support 
children's acquisition of information morality with the aim of preventing cyber bullying. In the 
field of information science, information filtering and information recommendation technologies are 
studied to prevent cyber bullying. Those technologies can prevent the posting related to cyber 
bullying.  However, the usage of the technologies can be decided by users and service providers. The
 filtering technologies can be removed at any time. In this study, we propose an information system 
that supports children in judging the pros and cons of information they are about to post, so that 
they can avoid posting messages related to cyber bullying even without the filtering technologies. 

研究分野： ヒューマンコンピュータインタラクション

キーワード： ネットいじめの防止　投稿の可否の判断

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の意義は，子どもが情報発信において自ら是非を判断できるようになることを支援する情報システム
を提案した点にある．情報技術の多くは人の労力を助けるものであるが（例えば，スマートフォン），情報技術
がない状況ではできないことが増えてしまっては，真に役立つ情報技術といえない可能性がある．本研究で提案
した情報システムは，人の能力を鍛えるために使うものである．一度，投稿の是非を判断できるようになれば，
この情報システムがない状況であっても，ユーザは適切に投稿の是非を判断し，投稿ができるようになる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
子どもたちがデジタルデバイスを用いてインターネットに頻繁にアクセスするようになった．
それに伴い，現実世界でのいじめがネットの世界にも持ち越され，「ネットいじめ」が起こるよ
うになった．ネットいじめとは，インターネット上におけるいじめ，および嫌がらせを指す．ネ
ットいじめに対する有効な対策の検討が早急に求められている． 
 
ネットいじめは，被害者にとって有害な情報の投稿により行われることが多く，情報の有害・無
害を評価するフィルタリング技術が研究されてきた．技術の精度は高くなってきたが，フィルタ
リングの技術だけでネットいじめを防止することは難しい．フィルタリング技術の網の目をか
いくぐり，有害情報を投稿することは依然として可能であり，異なる観点からの防止方法が必要
となっている． 
 
ネットいじめを真に防止するためには，子どもがネットいじめに関わる投稿を自ら抑止するこ
とが不可欠と考えられる．抑止するためには，子どもが情報に対するモラルを持ち，投稿の可否
を判断する力を獲得する必要がある．投稿可否判断力の獲得を支援するために，子どもの投稿に
対する新しいインタラクションが求められている． 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，子どもに投稿可否判断力を獲得させるために，子どもの投稿に対し評価と指導
を行う新しいインタラクションシステムを提案し，その有効性を確認することである． 
 
 
３．研究の方法 
はじめに，投稿の有害と無害を自動的に判定するコンピュータプログラムを実装する．ネットい
じめに関わる有害な投稿の形式は大きく 2 つに分けられ，直接表現と間接表現がある．直接表
現，間接表現のいずれもを判定できるコンピュータプログラムを実装する．プログラムの実装に
あたっては，研究者らが以前の研究で作成した辞書式の判定手法[1]や深層学習を用いた判定手
法[2]を用いることができる．また，大規模な言語モデルを学習して作成された API（Perspective 
API[3]など）も利用できる． 
 
続いて，投稿の指導に効果的なメッセージ文を調査する．投稿の可否を判断させ，その判断結果
に対する指導をメッセージ文で行う．判断が正しい場合と誤っている場合と，それぞれに対して
指導を行うメッセージ文を考案する．判断が誤っている場合のメッセージ文としては，研究者ら
が提案するセルフトーク型のメッセージ文[4]や，コーチングで使用されている褒めと叱りを利
用する事ができる． 
 
最後に，子どもたちに投稿の可否を判断させ，判断結果に応じて指導メッセージを提示し，投稿
可否判断に与える影響を評価する実験を行う．実験は，大規模な Webアンケート調査により行う
ことができる． 
 
 
４．研究成果 
 
子どもたちに投稿の可否を判断させ，判断結果に応じて指導メッセージを提示するシステムを
構築した．システムは，架空の友人同士の会話と，その後に続いて投稿されようとしているメッ
セージを提示する．子どもたちはシステムのユーザとして，投稿の可否を判断する．判断結果に
応じて指導メッセージが提示され，判断が正しければ褒めるメッセージ，判断が誤っていれば叱
るメッセージを提示する．投稿されようとしているメッセージは，単なる悪口と事実に基づく批
判の 2種類を用意し，悪口は投稿してはならないが，批判は投稿しても良いとした．悪口の投稿
文を作成するときは，Web上のフィルタリングシステムで採用されている悪口の辞書を参考にし
た． 
 
システムを評価する実験を行った．実験の手順は以下の通りであった． 
(1) 被験者は共感度測定アンケートに回答する． 
(2) 被験者は，架空の友人同士の会話とそれに続き投稿されようとしている投稿文を読む． 
(3) 被験者は，投稿文が悪口か批判かを判断する． 
(4) システムは，被験者の回答の正誤に応じて指導メッセージを提示する． 
(5) 被験者は，(2)から(4)を複数回繰り返す． 



(6) 被験者は，指導メッセージの受け入れやすさについて回答する． 
(7) 数日後に被験者は，2回目の実験を実施する．2回目は(2)と(3)を複数回繰り返す． 
 
共感度測定アンケートは，日本語版 IRI[5]を参考に用意した．日本語版 IRI は複数の項目から
構成されているが，視点取得に関する 7つの項目をアンケートに用いた．7つの回答はそれぞれ
5点満点で回答され，合計値を被験者の共感度の数値とした． 
 
被験者に提示された会話は 1回目が 18 種類，2回目が 18 種類で合計 36 種類あった．1回目と 2
回目のそれぞれで 9 種類の悪口と 9 種類の批判の投稿文が用意された．会話が提示される順番
はランダムになるように設定された． 
 
被験者に提示された指導メッセージのうち，褒めは「この調子で判断していきましょう．これは
批判（または悪口）です．」であった．叱りは「投稿の可否をよく考えましょう．これは批判（ま
たは悪口）です．」であった． 
 
被験者は 3つのグループに分けられ，各グループで指導メッセージの提示の仕方を変えた．グル
ープ１は褒めるのみ，グループ２は叱るのみ，グループ３は併用であった．被験者は 15 歳から
18 歳の男女で，有効回答数は 267 名分であった．267 名のうち男性が 125 名，女性が 142名であ
った． 
 
実験の結果として得られた各グループの判断の正答率のデータを表１に示す．共感度ごとの提
示メッセージの受け入れやすさの評価結果を表２に示す． 
 
表１の結果から２回目の正答率が最も高くなるのがグループ３であることが示された．グルー
プ３は指導メッセージを併用するグループである．正しい回答，誤った回答のいずれに対しても
指導が行われることで，投稿可否判断の基準をより明確に持てたため，２回目の正答率が最も高
くなったと考えられる． 
 
表２の結果から最も受け入れやすい指導メッセージは褒めであり，次が褒めと叱りの併用であ
ることが示された．叱りのメッセージは最も受け入れがたいことが示された．正答率を比較する
と褒めよりも叱りだけの方が高いが，提示メッセージは叱りの方が受け入れがたい．したがって，
叱りだけを指導として行うインタラクションでは，投稿可否判断の力を身につける効果が低い
と予想される．一方で，褒めるだけを指導として行っていては，投稿可否判断の力がこの場合も
身につきづらい．したがって，褒めと叱りを併用することが，投稿可否判断の獲得に最も効果が
あることが確認された． 
 

 

表１．実験で得られた各グループの判断の正答率 

 1回目 2回目 

グループ 1 88.6% 84.7% 

グループ 2 80.5% 85.5% 

グループ 3 84.1% 89.6% 

 

表２．提示メッセージの受け入れやすさの評価結果 

 受け入れがたい どちらでもない 受け入れやすい 

グループ１ 20.0% 23.5% 56.5% 

グループ２ 57.0% 24.7% 18.3% 

グループ３ 31.5% 27.0% 41.6% 
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